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１．内容
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Dエリア K4エリアH4エリア

内堰

地震計

基礎

内堰高さの地震計用基礎設置・固定

本エリアの地震計設置は2021.2.13福島県沖地震によるタンク滑動において、滑動基数・滑動
量が特異的であったＤエリア・Ｈ４北エリアとその他タンクエリアでの地震動の比較等を踏ま
えて設置したものである。
2022.3.16福島県沖地震によるタンク滑動において、滑動基数・活動量の特異性は確認されな
かったため新たな地震計設置の予定はない。
本内容は2021.2.13福島県沖地震により、Ｄ／Ｈ４北／Ｋ４エリアの内堰外に設置した地震計
（基礎含む）について内堰内へ設置位置を見直し、継続して検討を進めるものである。
（移設予定：2022年8月）



２．移設に係わる検討項目

2

検討事項
地震計基礎の設計
• 剛構造であること
• 材質はコンクリート及び、空洞がない構造とすること
• 震度計の100倍以上の重量であること
• 周辺構造物（タンク、内堰）との離隔を、その高さの1/10以上かつ1m以上とすること
• 地震の際、地震計基礎が損傷してタンクや連結管へ影響を与えないこと
• 最寄りの内堰高さ＋50mm以上の高さであること（水没防止策）
• 底辺が高さの1倍を超える長さであること。
• 観測記録に影響を与えるもの（太陽電池パネル等）を取り付けないこと

地震計保護カバーの設置
• 水の浸入を防止するために、パッキン、コーキング等による止水処置を行う

物的防護柵の設置については以下の理由から方法や必要性について検討中
• 地震計カバー自体にある程度の防護が期待できること
• 当該箇所は通行等で通常時に人が近寄る場所ではないこと（区画や注意喚起等で対応可

能）
• 当該箇所には影響があると思われる落下物は考えられないこと
• 地震時にデータに影響を及ぼす可能性のある構造物の近傍への新規設置を極力避けたいこ

と

赤字：気象庁の震度計設置環境基準に準拠



3

基礎外周堰の堰内容量の実測値は、同実施計画記載値に対して余裕がある。
今回設置する地震計基礎の容量は、いずれのエリアも2m3以下であり、基礎外周堰の堰内容
量（②）以上の容量を満足することから、実施計画記載値への影響はない。

設置場所

基礎外周堰
の高さ
（実測値）
(m)
※a

貯留可能
面積

（実測値）
(m2)
※a

基礎外周堰
の堰内容量
（実測値）
(m3)

実測値によ
る堰内容量
の余裕代
(m3)

⑦ ⑧ ⑦×⑧ ⑦×⑧－②

K4 1.098 2,212 2,428 238
H4北 1.000 2,807 2,807 151

D 1.000 2,684 2,684 5

※a 使用前検査成績書に記載の値

【参考】使用前検査要領書番号

K4 ：原規規収第1607089号01

H4北：原規規収第17062620号01

D ：原規規収第1911111号01

表－２ 各タンクエリアの基礎外周堰の堰内容量（1／2）

（実施計画Ⅱ-2-5-添12-83 抜粋）

※1 ②=⑤×⑥

※2 ⑤＝③－④

※3 ⑥＝①／⑤＋0.2（余裕分20cm）

３．タンクエリア堰内容量について 再掲



【参考】実施計画抜粋 中低濃度タンク（円筒型）の基礎外周堰の堰内容量に関する説明書
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Ｋ４

Ｈ４北

Ｄ

再掲
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【参考】実施計画抜粋 中低濃度タンク（円筒型）の基礎外周堰の堰内容量に関する説明書

再掲
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【参考】タンク堰内容量について（堰高さ20cmの余裕分の評価）

表－２ 各タンクエリアの基礎外周堰の堰内容量（1／2）

（実施計画Ⅱ-2-5-添12-83 抜粋）

設置場所

大雨時の作
業等を考慮
した余裕高
さ分の容量
(m3)

⑤×0.2

K4 440
H4北 553

D 536

※1 ②=⑤×⑥

※2 ⑤＝③－④

※3 ⑥＝①／⑤＋0.2（余裕分20cm）

基礎外周堰の堰内容量は、大雨時の作業等を考慮した余裕高さ（堰高さで20cm程度）分の
容量を含めたものとしている（実施計画Ⅱ-2-5-添12-82）
今回設置する地震計基礎の容量は、いずれのエリアも2m3以下であり、上記余裕高さ分の容
量に対して十分に小さいことから、堰内容量に与える影響は十分小さい。

再掲
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4．震度計設置環境基準（気象庁）との仕様適応状況

12~14項にて説明

再掲
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4．震度計設置環境基準（気象庁）との仕様適応状況

10,11,17~20項にて説明

10,11項にて説明

10,11,16項にて説明

再掲
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4．震度計設置環境基準（気象庁）との仕様適応状況 再掲



5．地震計基礎の構造

D，H4北エリア
• 基礎寸法：1,200×1,200×1,100 mm

⇒縦長ではない、かつ高さは最寄りの堰高さ（実測値：1,000mm）よりも高い寸法
• コンクリート仕様：Fc=21 N/mm2

• 鉄筋仕様：SD295A、D10＠200
• 基礎密度：24 kN/m3（コンクリート:23+鉄筋:1）
• 基礎重量：38.016 kN ≒ 3,880 kg

⇒地震計重量約1 kgに対して100倍以上を満足
• タンク基礎ならびに改良地盤の健全性について、タンク満水時の上載荷重を考慮したタ

ンク基礎や改良地盤のため、地震計の基礎が増設されたとしても問題ない。
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5．地震計基礎の構造
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K4エリア
• 基礎寸法：1,300×1,300×1,200 mm

⇒縦長ではない、かつ高さは最寄りの堰高さ（実測値：1,098mm）よりも高い寸法
• コンクリート仕様：Fc=21 N/mm2

• 鉄筋仕様：SD295A、D10＠200
• 基礎密度：24 kN/m3（コンクリート:23+鉄筋:1）
• 基礎重量：48.672 kN ≒ 4,967 kg

⇒地震計重量約1 kgに対して100倍以上を満足
• タンク基礎ならびに改良地盤の健全性について、タンク満水時の上載荷重を考慮したタ

ンク基礎や改良地盤のため、地震計の基礎が増設されたとしても問題ない。
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現在位置

移設後位置

Dエリア
• タンク高さ約16mより、1/10にあたる1.6m以上の離隔距離をタンクに対して設ける。
• 堰高さ約1mより、1m以上の離隔距離を堰に対して設ける。

6．地震計基礎の配置

約２ｍ

約２ｍ

※ 上記は周辺機器との離隔の程度を示すものであり、
基礎の詳細位置は現場の状況を踏まえて決定する。

タンク
(高さ約16m)

堰(高さ約1m)

再掲
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6．地震計基礎の配置

H4北エリア
• タンク高さ約13mより、1/10にあたる1.3m以上の離隔距離をタンクに対して設ける。
• 堰高さ約1mより、1m以上の離隔距離を堰に対して設ける。

※ 上記は周辺機器との離隔の程度を示す
ものであり、基礎の詳細位置は現場の
状況を踏まえて決定する。

現在位置

移設後位置

約4ｍ

約4ｍ
タンク

(高さ約13m)

堰(高さ約1m)

再掲
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K4エリア
• タンク高さ約16mより、1/10にあたる1.6m以上の離隔距離をタンクに対して設ける。
• 堰高さ約1mより、1m以上の離隔距離を堰に対して設ける。

6．地震計基礎の配置

約３ｍ

約３ｍ

タンク
(高さ約16m)

堰(高さ約1m)

※ 上記は周辺機器との離隔の程度を示すものであり、
基礎の詳細位置は現場の状況を踏まえて決定する。

現在位置

移設後位置

再掲
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評価方針
地震計基礎がタンク基礎の挙動を正確に伝達できることを確認する為に、以下項目について

評価を行う。

① 固有振動数評価
地震計基礎の固有振動数が50Hz以上であること

※ タンク等の機器に与える地震影響の調査が目的であるため最低限20Hz以上(剛構造)であ
ることが必要だが、地震計のサンプリング周期が0.01秒であることを考慮し50Hz以上と
した。

② 耐震評価
Sクラスの地震動に対して損傷しないこと※

※ タンク基礎は耐震Bクラス(CH=0.36)の設計であることから、地震計基礎もこれに準ずる
設計とするが、より大きな地震動においても地震計の機能が維持され観測可能であること
を確認する為に、Sクラス（CH=0.72)による参考評価を行う。

7．地震計基礎の構造評価、強度評価

固有振動数評価における評価モデルについて
地震計基礎の形状を踏まえ、片持ちはりに単純化したモデルにて評価を行う。

評価モデル（片持ちはり）地震計基礎（直方体）

hh



16

固有振動数評価
いずれの基礎も固有振動数が50Hz以上であることを確認した。

f ：固有振動数［Hz］
h ：基礎高さ［ｍｍ］
b ：基礎幅［ｍｍ］
E ：コンクリートのヤング率［N/mm2］

E=21000×(γ/23)1.5×(Fc/20)0.5

※合成梁構造設計指針より
I ：基礎の断面2次モーメント［mm4］

I=bh3/12
ｍ ：単位長さ当りの質量［kg/m］

f = 1.8752πh EIm × 10

h
［mm］

b
［mm］

E
［N/mm2］

I
［mm4］

m
［kg/m］

f
［Hz］

1,100 1,200 21,518 1.331×1011 3527 416

h
［mm］

b
［mm］

E
［N/mm2］

I
［mm4］

m
［kg/m］

f
［Hz］

1,200 1,300 21,518 1.872×1011 4139 383

D、H4北エリア

K4エリア

※機械学会 機械工学便覧より

7．地震計基礎の構造評価、強度評価
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滑動評価（D，H4北エリア）
地震力に対し、アンカーのせん断耐力が十分にあり、基礎が滑動しないことを確認した。

m×g
[kN] n Qa

[kN]
F1

[kN]
F2

[kN] 評価

38.1 24 14.6 27.5 350.4 F1＜F2
滑動しない

※評価を保守的にするため、基礎の摩擦力を考慮していない。

7．地震計基礎の構造評価、強度評価

アンカー

m

タンク基礎

地震計基礎

地震力 ：F1[kN]=m×ｇ×CH

アンカーのせん断耐力：F2[kN]=n×Qa

m ：基礎重量［kg］
g ：重力加速度［m/s2］
CH ：水平方向設計震度（0.72）
n ：アンカー本数
Qa ：アンカーのせん断耐力［kN］
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地震力 ：F1[kN]=m×ｇ×CH

アンカーのせん断耐力：F2[kN]=n×Qa

アンカー

※評価を保守的にするため、基礎の摩擦力を考慮していない。

m m ：基礎重量［kg］
g ：重力加速度［m/s2］
CH ：水平方向設計震度（0.72）
n ：アンカー本数
Qa ：アンカーのせん断耐力［kN］

滑動評価（K4エリア）
地震力に対し、アンカーのせん断耐力が十分にあり、基礎が滑動しないことを確認した。

タンク基礎

地震計基礎

7．地震計基礎の構造評価、強度評価

m×g
[kN] n Qa

[kN]
F1

[kN]
F2

[kN] 評価

48.7 24 14.6 35.1 350.4 F1＜F2
滑動しない
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地震による転倒モーメント ：M1[kN・m]=m×ｇ×CH×h

アンカーによる抵抗モーメント：M2[kN・m]=n×Ta×L

m ：基礎重量［kg］
g ：重力加速度［m/s2］
h ：据付面からの重心高さ［m］

※基礎高さの半分の距離
CH ：水平方向設計震度（0.72）
n ：アンカー本数（24）
Ta ：アンカーの引張耐力［kN］
L ：転倒支点から各アンカーまでの距離［ｍ］

※基礎幅の半分の距離に全て位置するものとして
計算簡略化

転倒評価（D,H4北エリア）
地震による転倒モーメントに対し、アンカーによる抵抗モーメントが十分にあり、基礎が

転倒しないことを確認した。

アンカー

支点

h

m

L

タンク基礎

地震計基礎

7．地震計基礎の構造評価、強度評価

m×g
[kN]

h
[m] n Ta

[kN]
L

[m]
M1

[kN・m]
M2

[kN・m] 評価

38.1 0.55 24 20.9 0.6 15.1 300.9 M1＜M2
転倒しない

※評価を保守的にするため、基礎の自重による安定モーメントを考慮していない。
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転倒評価（K4エリア）
地震による転倒モーメントに対し、アンカーによる抵抗モーメントが十分にあり、基礎が

転倒しないことを確認した。

※評価を保守的にするため、基礎の自重による安定モーメントを考慮していない。

7．地震計基礎の構造評価、強度評価

アンカー

支点

h

m

L

タンク基礎

地震計基礎

m×g
[kN]

h
[m] n Ta

[kN]
L

[m]
M1

[kN・m]
M2

[kN・m] 評価

48.7 0.6 24 20.9 0.65 21.1 326.0 M1＜M2
転倒しない

地震による転倒モーメント ：M1[kN・m]=m×ｇ×CH×h

アンカーによる抵抗モーメント：M2[kN・m]=n×Ta×L

m ：基礎重量［kg］
g ：重力加速度［m/s2］
h ：据付面からの重心高さ［m］

※基礎高さの半分の距離
CH ：水平方向設計震度（0.72）
n ：アンカー本数（24）
Ta ：アンカーの引張耐力［kN］
L ：転倒支点から各アンカーまでの距離［ｍ］

※基礎幅の半分の距離に全て位置するものとして
計算簡略化
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地震による転倒モーメント ：M1[kN・m]=m×ｇ×CH×h

アンカーによる抵抗モーメント：M2[kN・m]=n×Ta×L

m ：基礎重量［kg］
g ：重力加速度［m/s2］
h ：据付面からの重心高さ［m］

※基礎高さの半分の距離
CH ：水平方向設計震度（0.72）
n ：アンカー本数（17）
Ta ：アンカーの引張耐力［kN］
L ：転倒支点から各アンカーまでの距離［ｍ］

※基礎幅の半分の距離に全て位置するものとして
計算簡略化

転倒評価（D,H4北エリア）
地震による転倒モーメントに対し、アンカーによる抵抗モーメントが十分にあり、基礎が

転倒しないことを確認した。

アンカー

支点

h

m

L

タンク基礎

地震計基礎

【参考】地震計基礎の構造評価、強度評価（支点位置をアンカーボルトとした場合）

m×g
[kN]

h
[m] n Ta

[kN]
L

[m]
M1

[kN・m]
M2

[kN・m] 評価

38.1 0.55 17 20.9 0.53 15.1 188.3 M1＜M2
転倒しない

※評価を保守的にするため、基礎の自重による安定モーメントを考慮していない。
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転倒評価（K4エリア）
地震による転倒モーメントに対し、アンカーによる抵抗モーメントが十分にあり、基礎が

転倒しないことを確認した。

※評価を保守的にするため、基礎の自重による安定モーメントを考慮していない。

【参考】地震計基礎の構造評価、強度評価（支点位置をアンカーボルトとした場合）

アンカー

支点

h

m

L

タンク基礎

地震計基礎

m×g
[kN]

h
[m] n Ta

[kN]
L

[m]
M1

[kN・m]
M2

[kN・m] 評価

48.7 0.6 17 20.9 0.58 21.1 206.0 M1＜M2
転倒しない

地震による転倒モーメント ：M1[kN・m]=m×ｇ×CH×h

アンカーによる抵抗モーメント：M2[kN・m]=n×Ta×L

m ：基礎重量［kg］
g ：重力加速度［m/s2］
h ：据付面からの重心高さ［m］

※基礎高さの半分の距離
CH ：水平方向設計震度（0.72）
n ：アンカー本数（17）
Ta ：アンカーの引張耐力［kN］
L ：転倒支点から各アンカーまでの距離［ｍ］

※基礎幅の半分の距離に全て位置するものとして
計算簡略化
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Ta1 ：鋼材の降伏により決まるアンカー１本当たりの引張耐力［kN］
Ta2 ：定着した既存コンクリート躯体のコーン状破壊により決まるアンカー１本当たりの引張耐力［kN］
Ta3 ：接着系アンカーの付着性能により決まるアンカー1本当たりの引張耐力［kN］
Qa1 ：鋼材の耐力で決まるアンカー１本あたりのせん断耐力［kN］
Qa2 ：コンクリートの支圧強度で決まるアンカー１本あたりのせん断耐力［kN］
σy ：鉄筋の規格降伏強度［N/mm2］
a0 ：アンカー筋の公称断面積［mm2］
σB ：既存部のコンクリート強度［N/mm2］
Ac ：既存コンクリート躯体へのコーン状破壊面のアンカー1本当たりの有効水平投影面積［mm2］

Ac＝π・(le+da/2)2－π・da
2/4

da ：アンカー筋の呼び名［mm］
le ：アンカーの有効埋め込み深さ［mm］

Sae ：接合面におけるアンカー本体又はアンカー筋の断面積［mm2］
Ec ：既存部のコンクリートのヤング率［N/mm2］

接着系アンカーの耐力
「あと施工アンカー・連続繊維補強設計・施工指針」に基づき、以下の通り算定

引張耐力：Ta
Ta=min[Ta1，Ta2，Ta3]

Ta1=σy・a0 、Ta2=0.23σB
0.5・Ac、Ta3=10・(σB/21)0.5・π・da・le

せん断耐力：Qa
Qa=min[Qa1，Qa2，かつ＜294sae]

Qa1=0.7σy・sae 、Qa2=0.4(Ec・σB)0.5・sae

【参考】評価条件等 再掲
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アンカー仕様と耐力
各種パラメータと値

【参考】評価条件等

記号 値 備考
Ta1 20.9 σy・a0
Ta2 22.1 0.23σB0.5・Ac
Ta3 26.2 10(σB/21)0.5・π・da・le
Ta 20.9 min[Ta1，Ta2，Ta3]
Qa1 14.6 0.7σy・sae
Qa2 24.9 0.4(Ec・σB)0.5・sae
Qa 14.6 min[Qa1，Qa2，294sae]
σy 295 JIS G 3112
a0 71 JIS G 3112（公称直径9.53mmより）
σB 30 施工実績
Ac 17593 π・(le+da/2)2－π・da2/4
da 10 D10
le 70 基礎図
Sae 71 JIS G 3112（公称直径9.53mmより）

Ec 25719 E=21000×(γ/23)1.5×(Fc/20)0.5、
ただし、γ=23、Fc=30

再掲
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地震計本体の固定方法について
地震計基礎上面を平滑にするため流しモルタルにて水平を出し、ベースプレート（厚さ
6mm）をベース固定アンカー（M10×4本）により地震計基礎に固定する。
固定したベースプレート上に地震計を取り付ける（M4ねじ×4本）
ベース固定ボルト径（M10）は地震計の取付ボルト径（M4）より大きくすることで、地
震計測に影響を及ぼさない設置方法とする。

8．地震計基礎上の機器配置

ベース固定
アンカー（4-M10）

ベースプレート

地震計

ベース固定
ボルト（4-M10）

地震計基礎

ベースプレートと
地震計の締結部（4-M4）

地震計イメージ図
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【参考】電源喪失時における地震計の機能維持について

内堰

地震計
(充電池内蔵)

基礎

外部電源
（蓄電池）

ソーラーパネルケーブル

地震計に内蔵されている充電池により、約半月の期間の稼働が可能である。
さらに、外部電源（蓄電池）により、約2ヶ月の期間の稼働が可能である。
2週間に一度、外部電源設備の外観確認を行う。損傷等の異常が確認された場合は、復旧
までの間、地震計内蔵電池の定期交換により機能を維持する。
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地震を検知すると、モバイル通信網を通じて測定データをクラウドサーバーに自動送信する。
PC等の端末でクラウドサーバーにアクセスすることで地震情報を得ることができる。

＊外部記録媒体によるデータの取出し不可
モバイル通信網に通信障害が発生している期間においては、測定データは地震計本体メモリ
に順次蓄積され、障害の復旧時に蓄積データをまとめて送信する仕様となっている。

＊古いデータは順次上書きされ、蓄積可能な期間は2日間程度（メーカ聞取りによる）
重要な地震の発生時に同通信障害が発生している場合においては、2台のうち1台の本体電
源を切ることで、データ喪失を防止する。

【参考】地震計のデータ収集方法

出典：白山工業株式会社 製品紹介ページ
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9．業務プロセスの新旧比較

実施項目 設置済みのタンクエリア地震計 左記の移設（今回） 備考

検討開始段階
（方針検討）

タンク建設・運用ＰＪＧ
設計Ｃ 処理・貯留設備技術Ｇ
保守Ｃ 貯留設備Ｇ

タンク建設・運用ＰＪＧ
設計Ｃ 処理・貯留設備技術Ｇ
設計Ｃ 耐震チーム
保守Ｃ 貯留設備Ｇ

－

設計管理 設計Ｃ 処理・貯留設備技術Ｇ 設計Ｃ 処理・貯留設備技術Ｇ －

技術検討 －※注
設計Ｃ 処理・貯留設備技術Ｇ
設計Ｃ 耐震チーム
保守Ｃ 貯留設備Ｇ

作成・審査・承認
審査
審査

社内方針 タンク建設・運用ＰＪ他

設計Ｃ 処理・貯留設備技術Ｇ
設計Ｃ 耐震チーム
保守Ｃ 貯留設備Ｇ

主
副
副
＊社内会議体にて附議・了承

仕様書作成・
承認

設計Ｃ 処理・貯留設備技術Ｇ
設計Ｃ 処理・貯留設備技術Ｇ
設計Ｃ 耐震チーム

作成・審査・承認
確認

計画・実施承認 設計Ｃ 処理・貯留設備技術Ｇ
設計Ｃ 処理・貯留設備技術Ｇ
設計Ｃ 耐震チーム

作成・起案
協議
＊承認は職務権限による

※注：業務を進めながら適宜関係者にて実施

再掲



実施項目 設置済みの地震計 左記の移設（今回） 備考

工事監理
（施工図面）

保守Ｃ 貯留設備Ｇ
保守Ｃ 貯留設備Ｇ
設計Ｃ 処理・貯留設備技術Ｇ
設計Ｃ 耐震チーム

承認
確認
確認

工事監理
（現場作業）

保守Ｃ 貯留設備Ｇ
保守Ｃ 貯留設備Ｇ
設計Ｃ 耐震チーム

全般
据付確認検査

工事報告書 保守Ｃ 貯留設備Ｇ 保守Ｃ 貯留設備Ｇ 承認

運用開始 保守Ｃ 貯留設備Ｇ
保守Ｃ 貯留設備Ｇ
設計Ｃ 耐震チーム
保守Ｃ 建築設備保守Ｇ

設備所管箇所
データ分析・評価
設備保全箇所

29

9．業務プロセスの新旧比較 再掲
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10．スケジュール

項目 6月 7月 8月 9月

規制庁面談

社内検討

発注手続き

移設工事

技術メモ作成

物的防護
設置

注１：各エリア２台設置してある地震計の移設は各エリア１台ずつ取外・取付を行い、
計測が途切れないよう移設する。尚、地震計取外後の取付は当日中に実施する予定

注２：物的防護設置の必要性について検討中。設置しない場合は地震計移設後より運用を開始する。

地震計基礎設置、
地震計移設

1回目
(7/19)

試運用開始

2目
(８/9)

運用開始

作業準備


